
小牧市建築物給水施設維持管理要領  

２ ５ 小 環 第 １ ５ ９ 号  

平成２５年 ４月 １日  

（趣旨） 

第１条 この要領は、衛生的で安全な飲料水を供給するため、建築物にお

ける給水施設の維持管理に関して必要な事項を定めるものとする。 

（対象施設） 

第２条 この要領の適用となる施設は、次のとおりとする。 

(1) 水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第３条第

７項に規定する簡易専用水道の給水施設（以下「簡易専用水道」とい

う。） 

(2) 法第１４条第２項第５号に規定する貯水槽水道（前号に規定する簡

易専用水道を除く。）であって、建築物における衛生的環境の確保に

関する法律（昭和４５年法律第２０号。以下「建築物衛生法」という。）

の適用を受けない給水施設（以下「小規模貯水槽水道」という。） 

(3) 法の適用を受けない施設であって、井戸等の自己水によって飲料水

を供給している個人住宅、共同住宅及び寮並びに店舗、工場その他の

事業所の給水施設（以下「井戸等自己水施設」という。） 

（届出） 

第３条 簡易専用水道の設置者又は当該簡易専用水道の維持管理の事務の

委託を受けた者（以下この条において「設置者等」という。）は、簡易専

用水道の使用を開始するときは、速やかに簡易専用水道設置届（様式第

１）を市長に提出しなければならない。 

２ 設置者等は、前項の届出事項に変更が生じたときは、速やかに簡易専

用水道届出事項変更届（様式第２）を市長に提出しなければならない。 

３ 設置者等は、簡易専用水道を廃止（受水槽の有効容量の減少等により

簡易専用水道に該当しなくなった場合を含む。）し、簡易専用水道施設を

長期間にわたり使用を休止し、又は休止した簡易専用水道を再開すると

きは、簡易専用水道（廃止・休止・再開）届（様式第３）を市長に提出

しなければならない。 

（簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の維持管理）  

第４条 簡易専用水道（建築物衛生法の適用を受ける簡易専用水道を除く。）

の設置者若しくは維持管理の事務の委託を受けた者又は小規模貯水槽水



道の設置者（以下「簡易専用水道等の設置者」という。）は、次により当

該施設を適切に維持管理しなければならない。 

(1) 別表第１により保守点検を定期に実施し、異常を発見したとき、又

は地震、凍結、大雨等により水質に影響を与えるおそれが生じたとき

は、別表第２により速やかに対応措置を講じること。 

(2) 末端給水栓水の遊離残留塩素の測定を１週間に１回以上実施し、遊

離残留塩素濃度が１リットル当たり０.１ミリグラム（結合残留塩素

濃度の場合は、１リットル当たり０.４ミリグラム）以上であること

を確認すること。 

(3) 飲料水が水槽に長時間滞留したときは、末端給水栓水の遊離残留塩

素濃度が１リットル当たり０.１ミリグラム（結合残留塩素濃度の場

合は、１リットル当たり０.４ミリグラム）以上であることを確認す

ること。 

(4) １日１回給水栓の水の色度、濁度、臭気、味その他の状態に注意し、

これに異常があると認められたときは、水質基準に関する省令（平成

１５年厚生労働省令第１０１号。以下「省令」という。）に規定する

事項のうち必要なものについて水質検査を行い、その安全性を確認す

ること。 

(5) 給水施設を初めて使用するときは、省令に規定する事項のうち、一

般細菌、大腸菌、塩化物イオン、有機物、ｐＨ値、味、臭気、色度、

濁度、給水施設の周辺の水質検査結果等から別表第２により判断して

必要事項に関する検査を実施し、省令で定める基準に適合しているこ

とを確認すること。 

(6) 施設において、水質の汚染事故が発生したとき、又は第２号から前

号までに規定する検査において異常を認めたときは、遅滞なく市長及

び関係水道事業者に報告すること。 

(7) 建築物衛生法第１２条の２の登録を受けた事業者に水槽の清掃を年

１回以上行わせること。 

（井戸等自己水施設の維持管理） 

第５条 井戸等自己水施設の設置者は、次により当該施設を適切に維持管

理しなければならない。 

(1) 必要に応じて次亜塩素酸ナトリウム等の塩素剤の自動注入設備等を

用いて消毒を行うこと。 



(2) 井戸等自己水施設を初めて使用するときは、省令に掲げる事項のう

ち、一般細菌、大腸菌、塩化物イオン、有機物、ｐＨ値、味、臭気、

色度、濁度、給水施設の周辺の水質検査結果等から別表第２により判

断して必要な検査を実施し、省令で定める基準に適合していることを

確認すること。 

(3) 飲料水については、省令に掲げる事項のうち、一般細菌、大腸菌、

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、塩化物イオン、有機物、ｐＨ値、味、

臭気、色度、濁度、給水施設の周辺の水質検査結果等から別表第２に

より判断して必要となる事項に関する検査を年１回以上行うこと。 

(4) 省令に掲げる事項のうち、前号に規定する事項以外の検査について

年１回以上行うよう努めること。 

（給水停止） 

第６条 簡易専用水道等の設置者及び井戸等自己水施設の設置者は、供給

する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給

水を停止し、かつ、その水を使用することが危険であることを関係者に

周知しなければならない。 

（登録検査機関の検査） 

第７条 簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の維持管理について、

１年以内ごとに定期的に法第３４条の２第２項の登録を受けた者（以下

「登録検査機関」という。）の検査を受けなければならない。 

２ 簡易専用水道の設置者は、前項の検査終了後、登録検査機関が簡易専

用水道の設置者に対し交付する検査済証を３年以上保存しなければなら

ない。 

３ 小規模貯水槽水道の設置者は、第１項の検査を受けるよう努めるもの

とする。 

４ 第１項の検査の結果、特に衛生上問題があるとして市長に報告するよ

う登録検査機関から指摘を受けた場合は、当該施設の設置者は、速やか

に市長に報告しなければならない。 

（書類の整理及び保存） 

第８条 簡易専用水道等の設置者は、給水施設に関する図面（給排水関係

の配置及び系統を明らかにした図面並びに受水槽の周囲の構造物の配置

を明らかにする平面図をいう。）等を整理し、保存しなければならない。 

２ 簡易専用水道等の設置者は、給水施設の保守点検、水槽の清掃、残留



塩素の測定及び水質検査の結果に関する書類を３年以上保存しなければ

ならない。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年７月１日から施行する。 


